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自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 
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07 安全な地域への移転、分散を行っている例                                           事例番号 036 
電力インフラの強靱化に資する日本初の本格

的な（120 万 kW 級）内陸型火力発電所の建設 
 

■取組主体 株式会社神戸製鋼所 ■取組の実施地域 栃木県(真岡市) 

■業種 鉄鋼・アルミ・機械等の製造・販売、電力卸供給 ■取組関連 URL http://www.kobelco.co.jp/ 

 

  取組の概要                                                 
日本初の本格的な内陸型火力発電所 

 神戸製鋼所では製鉄事業の運営を通じて、半世紀以

上にわたり自家発電所を運転してきた。高炉や転炉

から発生する副生ガスを発電に積極活用してきた

こと等から、同業他社よりも自家発電比率が高いと

いう特徴を有しており、ボイラーやタービン等の燃

焼系技術に関わる技術を社内に集積してきた。 

 一方、電気事業法の改正を受け、平成 14 年には、

兵庫県神戸市において、140 万 kW の石炭火力発 【真岡発電所の仕組み（GTCC 方式）】 

電所を建設し IPP（独立系発電事業者）として電力卸供給を開始するなど、従来の技術的知見に加

え、電力事業に関するノウハウも蓄積してきた。 

 同社では、東日本大震災以降の電力需給の逼迫と、電力自由化の流れを踏まえ、新たな安定収益基

盤を構築すべく電力事業の拡大を企図し、適地の探索を開始した。その結果、同社がアルミニウム

圧延事業を営んでいる栃木県真岡市に、造成済みの工業団地用地と東京ガス株式会社によるガス幹

線の建設計画が存在し、かつ送電網へのアクセスも良好であることがわかった。そこで、地震の発

生確率が低く、津波被害に遭遇する危険のない内陸部に立地する、日本初の本格的な火力発電所を

建設することとなった。 

 

  取組の特徴                                                 
津波被害に遭遇する危険のない内陸部で発電し、電力を供給 

 発電した電力については、その全量を電力会社としての東京ガス株式会社に卸供給する予定であ

り、電力会社の送電網の活用を図りながら、首都圏全体への電力の安定供給に寄与する計画となっ

ている。 

 なお、発電方式としては、最新鋭のガスタービンコンバインドサイクル（GTCC）方式を採用し、高

い発電効率（約 60%）を得る予定である。 
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ガス幹線、送電網、工業団地用地など、既存・計画済みのインフラを活用 

 既存もしくは計画済みの社会インフラ（ガス幹線からの燃料、送電網、工業団地用地）を最大限に

利用できることから、同社では真岡市での発電所の建設を決定した。 

 ガスに関しては、太平洋岸に新設される日立LNG基地を起点とし既存のパイプラインとをつなぐ「茨

城－栃木幹線」からの供給を受けることが特徴である。同幹線は、LNG 基地の分散化や都市ガス導

管のネットワーク化により、国土強靱化の一翼を担うことが期待されているガス幹線である。 

 送電網・電力の需要地との近接性は、送電ロスを少なくすることのみならず、初期導入コストの低

減にもつながっている。また、造成済みの工業団地の活用により、地域環境への影響を最小限に抑

えながら事業開始へとつながることも、本地区への進出の後押しとなった。 

 また、アルミニウム圧延事業での立地を通じて、地元との信頼関係が既に形成されていることも、

「無形の重要なインフラ」であると同社では捉えている。 

 

内陸型にするための工夫 

 内陸部に建設するため、大型の発電設備・部材を港湾・岸壁から直送できず、小型化して輸送する

必要がある。大型車両による夜間輸送など綿密な陸送計画を策定するとともに、一旦組み立てた設

備を分解し輸送、現地で改めて組み立てなおすなどの工夫を重ねた。 

 臨海部に立地する発電所では、ガスタービンから発生する蒸気を冷却する際に海水を使用するが、

内陸部ではその利用が出来ない。このため本発電所では、海外での事例が認められる、ファンによ

る空気冷却方式（空気冷却式復水器）を採用している。 

 

【真岡第五工業団地と発電所の位置（栃木県企業立地促進協議会提供）】 

 

  平時の活用                                                 
分散立地により電力の安定供給に貢献し、首都圏へのバックアップ電源となる 

 従来型の大規模発電所が立地している東京湾岸や太平洋岸と比較して、内陸部は地震発生確率が低

く、地震に伴う津波被害に遭うことがないため、震災時においても、電力を安定的に供給できる可

能性が高い。 

 このため栃木県など、関東北部への安定的な電力供給に留まらず、臨海部で発電される電力への依

存度が高い首都圏全体にとって、貴重なバックアップ電源となることが期待される。 
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  防災・減災以外の効果                                  
地域への貢献 

 栃木県は「とちぎエネルギー戦略」（平成 26 年 3 月策定）において、電力自給率の向上を掲げ、基

準年（平成 17 年度）の 15%から 70%（平成 42 年度）まで高める目標を設定しており、本発電所の

稼働が大きく寄与する予定となっている。同計画では、「県民生活の安定と持続的な経済活動を確

保する」ことを電力自給率向上の目的としており、本発電所の稼動は、安全安心な生活環境の整備

や産業立地推進等の面においても地域に波及効果をもたらすことが期待されている。 

 また同社では、数十人規模の新たな地域雇用の創出、市民や学校の児童・生徒の社会学習の場と機

会の提供などを通して、地元地域との信頼関係をより確かなものとし、操業しやすい環境づくりを

進めていく予定である。 

 

  周囲の声                                                   
 最新のガスタービン施設を導入することで、競争力のある電力価格と技術的な安定性・信頼性の両

立を実現する取組となった。120 万 kW と原子力発電所 1基分に相当する発電量を安全な内陸部から

供給するというのは、同発電所から卸電力を購入する我が社に対してのみならず、関東圏全体の電

力の安定供給にとっても大きな存在感がある。（卸電力購入予定の電力事業者） 

 


